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平成２６年度桂川町水道事業会計決算に基づく資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 １ 審査の対象 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条に規定により、審査に付された

平成２６年度桂川町水道事業会計決算に基づく桂川町水道事業資金不足比率及び算定

基礎事項 

 

 ２ 審査期間 平成２７年７月７日 

 

 ３ 審査の方法 

   水道事業の健全性に関する資金不足比率を、次の事項を重視して審査しました。 

① 法令に照らして算定過程に誤りがないか。 

② 比率の算定基礎となった資料が適正に作成されているか。 

  

第２ 算定の過程について 

 １ 算定式について 

   審査に付された算定式は、当町の水道事業が地方公営企業における法適用企業（昭

和４５年４月４日）であり、それに基づいて、地方公共団体の財政健全化に関する法

律施行令第３条第１項、第１６条、第１７条第１項及び同法律施行規則第６条、地方

財政法施行令第１５条に規定されたとおりであり問題ありません。 

 

 ２ 算定の基礎となる額について 

① 流動負債の額－控除する負債の額について 

流動負債の額は、貸借対照表に示す額と一致しています。 

前年度の末日における一時借入金はありません。また、未払い金で公営企業の建

設又は、改良に該当する経費はありません。 

よって、流動負債の額 53,459,707円、控除額０円となります。 

 

  ② 建設改良費等の財源に充てるために起こした地方債のうち前年度末日に流動負債

として整理されているものの額は 30,250,487円です。 

 

③ 地方財政法施行令第１５条に掲げる建設改良等以外の経費の財源に充てるために 

起こした地方債の現在高から当該地方債のうち同日において流動負債として整理さ

れているものの現在高を控除した額について 

決算書の企業債償還明細書のとおり、建設改良費以外の地方債（例えば退職手当 
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債、災害復旧債）はありません。   

 

④ 流動資産－控除する資産の額 

流動資産の額は、貸借対照表に示す額と一致しています。 

控除額に該当する繰越事業はありません。 

よって、流動資産 359,694,986円、控除額０円となります。 

 

  ⑤ 引当金及びファイナンスリース（平成２６年度から平成２８年度まで３年間経過

措置）は 4,373,580円です。 

 

⑥ 資金不足額について 

資金不足額は、審査に付されたとおり△340,859,346円となり、資金不足になっ 

ていません。 

従って、解消可能資金不足額を含めての資金不足比率の算定は必要ありません。 

 

 

第３ 審査の結果 

 ○ 審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

ずれも適正に作成されているものと認められます。 

 

平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度 平成２３年度 平成２２年度 経営健全化

資金不足比率 資金不足比率 資金不足比率資金不足比率 資金不足比率 基準（参考）

－％ －％ －％ －％ －％ ２０％

  

 ○ 当町の水道事業においては、資金不足はなく、全く問題ありません。 


